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研究要旨： 近年、食品への異物混入に対する消費者の関心はこれまでになく高ま

っている。それらの喫食による健康被害が報告されているにもかかわらず、食品へ

の異物混入の被害実態は、各自治体レベルでの報告はあるものの、全国の状況を明

確に把握できるような情報は少ない。2018 年 6 月の食品衛生法の改正により、

HACCP の考え方を取り入れた衛生管理が推進されている。各事業者が HACCP に

よる衛生管理の取り組みを進める際には、食品に混入する異物の全体像、健康被害

の実態、健康被害が発生した場合の異物の材質、形状等を把握することがまず必要

であり、それらの情報は危害要因分析の支援にもつながる。 
 食品への異物混入の被害実態を把握するため、令和元年度は前回（平成 28 年度）

の自治体調査に引き続き、各都道府県、保健所設置市、特別区など全国 154 自治

体が平成 28 年 12 月～令和元年 7 月に食品への異物混入の苦情処理を行った事例

を収集した。それらの解析により異物混入の全容、食品や混入異物の種類、各食

品に特徴的な異物の種類や混入工程等を把握し、それらを事業者への HACCP 指

導に役立つ基礎データとすることを目的とした。 
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 全国 154 自治体中 150 自治体（97.4%）からデータが得られた。苦情処理が行

われた事例は 4 年度分で 14,684 件あり、事業所での混入が判明またはその可能性

が高い事例はそのうちの 36.6%（5,371 件）であった。事業所における混入異物と

しては、鉱物性異物（金属）、合成樹脂類（その他樹脂）、食品の一部、合成樹脂

類（ビニール）、動物性異物（人毛）、虫（ゴキブリ）が多いことが確認された。

食品分類別では調理済み食品、菓子類、農産加工品への混入が多かった。事業所

混入事例の 26.8%（1,440 件）が硬質異物の混入事例であった。事業所における硬

質異物の混入は食品分類別で調理済み食品、菓子類、農産加工品に多く、異物分

類別では鉱物性異物（金属）、合成樹脂類（その他樹脂）、動物性異物（その他）、

植物性異物（木片等）、鉱物性異物（ガラス）が多かった。事業所での硬質異物の

混入に関連した製造工程の解析で、混入は原材料由来、加熱工程、盛り付け工程

で多く発生していた。事業所での異物混入により健康被害が発生した事例 229 件

のうち 82.1%（188 件）が硬質異物の混入によるものであった。 
 食品への異物混入のすべてが自治体に報告されるわけではないため、令和 2 年

度は自治体とは別の情報源として、民間機関（検査機関や流通機関）が収集した

異物混入事例の集計・解析を行うこととし、自治体データと併せて食品事業者へ

の HACCP 指導に役立つ基礎データとすることを目的として調査を行なった。 
 イカリ消毒株式会社（イカリ消毒）および日本生活協同組合連合会（生協連）

よりデータが提供された。食品への混入異物検査が行われた事例がイカリ消毒デ

ータでは 4 年分（2015～2018 年）で 131,389 件あり、生協連データでは製造過

程に原因があると思われる異物混入事例が 3 年度分（2016～2018 年度）で 4,299
件あった。混入異物としては、イカリ消毒データでは合成樹脂（19.6%）、植物

（13.9%）、金属（10.7%）が多く、生協連データでは原材料由来（37.6%）、プラ

スチック（14.0%）、汚れ（11.4%）が多かった。食品分類別では、イカリ消毒デ

ータでは弁当・惣菜（日配品）（30.3%）、パン・菓子類（17.4%）、冷凍加工品（8.5%）

への混入が多く、生協連データでは調理冷食（15.2%）、菓子（13.2%）、冷凍野菜

（9.8%）への混入が多かった。異物混入により健康被害が生じた事例は生協連デ

ータの 3 年度分で「怪我」が 32 件、「体調不良」が 5 件あった。「怪我」の場合、

異物の種類は件数の多い順に原材料由来（81.3%）、プラスチック（9.4%）、石

（6.3%）、植物片（3.1%）で、「体調不良」の場合は動物・昆虫（80%）、原材料

由来（20%）であった。 
 本調査により、食品における異物混入の被害実態の全体像が把握できた。特に、

混入事例について食品分類と異物の種類の組み合わせを解析することで、各食品

分類に特徴的な異物混入の概要が得られた。本調査により硬質異物の危険性が確

認され、また混入が起こる製造工程の基礎データが得られた。異なる情報源の異

なる異物分類法に起因するデータ比較の難しさも判明したが、本調査で得られた
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情報は食品事業者への HACCP 導入支援時に参照可能な異物混入実態データとし

て活用することが可能と考えられる。 

 
 

Ａ. 研究目的 

 

 近年、食品の異物混入事例に関する報

道が数多く見られるように、消費者の異

物混入に対する関心はこれまでになく高

まっている。実際にそれらの喫食による

健康被害も報告されているにもかかわら

ず、食品における異物混入被害実態は、

各自治体レベルでの報告はあるものの、

全数ではなく、日本全国での状況を明確

に把握できるような情報は少ない。 
 2018年 6月の食品衛生法の改正により、

HACCP の考え方を取り入れた衛生管理

が推進されている。各事業者が HACCP
による衛生管理の取組みを進めるには、

食品に混入する異物の全体像の把握、健

康被害の実態、健康被害が発生した異物

の材質、形状等を把握することがまず必

要であり、それらは危害要因分析の支援

にもつながると考えられる。 
 これらの状況および継続的な調査の重

要性に鑑み、令和元年度の研究では、前

回の調査（参考文献 1、平成 26 年 4 月〜

平成 28 年 11 月の期間を対象）に引き続

き、全国の自治体、保健所等で異物混入

の苦情処理が行われた事例を調査するこ

とにした。これにより、異物混入事例の

全容、食品や混入異物の種類、食品への

異物混入においてリスクの高い組み合わ

せや混入工程等を把握し、これを異物混

入の低減対策指導に役立つ基礎データと

することとした。 
 食品への異物混入事例の全てが自治体

に報告されるわけではないことから、令

和 2 年度には自治体とは異なる情報源と

して、流通機関や民間検査機関に集約さ

れた異物混入事例の集計・解析を行うこ

とにした。民間検査機関としてイカリ消

毒株式会社（以下、イカリ消毒）から、

流通機関として日本生活協同組合連合会

（以下、生協連）から異物混入のデータ

が提供された。これらの民間データによ

り、自治体等の公共データとは別に、異

物混入事例の全容、食品や混入異物の種

類、食品への異物混入におけるリスクの

高い組み合わせ等を把握し、これを公共

データと同様、異物混入の低減対策指導

に役立つ基礎データとすることを目的と

した。 
 
 
Ｂ. 研究方法 

 

１. データ収集 

 
○ 自治体提供データ 
 各都道府県、保健所設置市、特別区な

ど全 154 自治体に協力を依頼し、2019 年

9 月 24 日～12 月 16 日の期間に全国にお

ける食品への異物混入に関する苦情事例

の調査を行った。平成 28 年度に関しては

平成 28 年 12 月～平成 29 年 3 月、平成

29 年度および平成 30 年度はそれぞれ 1
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年間（4～3 月）、令和元（平成 31）年度

に関しては 4～7 月の事例の報告をお願

いした。①上記の計 2 年 8 カ月の期間（4
年度に渡る）に苦情処理を行った事例に

ついて、年度ごとに調査票 1（表１）の

様式に従い食品分類別および異物分類別

の件数を「全体」欄に記入していただい

た。各事例のうち事業所（製造、加工、

調理現場）における混入が判明（可能性

が高いものも含む）しているものについ

ては、「製造」の欄にその件数を記入して

いただいた。②さらに、上記①の事業所

における混入が判明（可能性が高いもの

も含む）している事例のうち、A.硬質異

物の混入事例、B.健康被害のあった事例、

C.報道等で大きく話題になった事例や興

味深い事例については、事例ごとに、食

品名、異物の内容、異物の大きさ、健康

被害の有無、混入が起きた製造工程など

を調査票 2（表２）の様式に従い記入し

ていただいた。本調査で食品分類につい

ては東京都が使用している食品分類表に

従うこととした（資料１−１、１−２、１−

３）。 
 

○ イカリ消毒提供データ 
 イカリ消毒は事業の一環として製品へ

の異物混入の検査・分析を行っている。

異物検査依頼書とともに東西の分析セン

ターに検体が送付され、検査・分析が行

われる。検査依頼者は主に食品の製造、

加工、販売関連の事業者である。本調査

では、イカリ消毒より 2015 年 1月～2018
年 12 月に東西両分析センターにおいて

得られたデータが提供された。対象の 4
年間に混入異物検査を行ったすべての検

体について、「担当営業所」「受付日」「食

品の種類」「異物の種類」を記載したデー

タが提供された（検査依頼に関する顧客

情報などは含まれないもの）。従って本調

査では、暦年（1～12 月）を区切りとし

て 4 年間の解析を行った（2015、2016、
2017、2018 年）。 
 イカリ消毒のデータにおいて食品は 18
項目（商品別区分 No.1～18）に分類され

ており、商品別区分整理表に分類例が詳

しく記載されている（資料 2）。項目の一

つ、「弁当・惣菜（日配品）」（No.16）に

は飲食店やファストフード店の料理も含

まれる。混入異物（イカリ消毒のデータ

では「結果」と表記）は 10 の「区分」（大

分類に相当）、さらに 40 の「項目」に分

類されており、これらも分類例が結果別

区分整理表に詳しく記載されている（資

料 3）。 
 提供されたデータには、異物混入が製

品の製造工程や調理過程に起因するか否

かは示されていなかった。 
 

○ 生協連提供データ 
 生協連は流通機関（販売者）として位

置付けられる。生協連または各生協が消

費者・組合員から商品への異物混入に関

して苦情の申し出を受けると、各生協は

生協連に対しその調査を依頼する。生協

連はその商品の製造者及び生協連の商品

検査センター等で原因調査や検査を行い、

結果を各生協に報告する。 
 CO・OP 商品に関し、消費者・組合員

から、年間 18,000～22,000 件の苦情申し

出が生協に寄せられる。このうち約 1/3
（約 6,000 件）が異物混入に関するもの
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で、調査により当該商品の製造過程に異

物混入の原因があると結論されるのはそ

の 25～30%である。 
 本調査で提供されたデータ（3 年度分）

は、CO・OP 商品（食品以外も含む）へ

の異物混入事例で、製造過程に原因があ

ったと判断された事例のデータである。

データがカバーする期間は 2016 年 3 月

21 日～2019 年 3 月 20 日で、このため解

析は年度（3 月 21 日から翌年の 3 月 20
日）に区切って行なった（2016、2017、
2018 年度）。 
 対象の 3 年間の事例のそれぞれについ

て、「商品（食品）の種類」「異物の種類」

を記載したデータが提供された。また健

康被害（怪我・体調不良）のあった事例

についてはその旨が記載されていた。 
 生協連では商品（食品）は大、中、小

の 3 段階において分類されており、分類

「大」で食品は 27 種類ある（資料 4）。
また混入異物（生協連のデータにおいて

は「現象」と表記）も大、中、小の 3 段

階において分類されており、分類「中」

では 15 種類に分類される（資料 5）。 
 
２．データ集計・解析 
 
○ 自治体提供データ 
 自治体から送付されたデータは全て

Microsoft Excel のファイルに入力・統合

し、各種集計や解析を行った。調査票 1
をもとに、食品への異物混入被害の苦情

受付の概要を集計し、異物分類ごと、食

品分類ごとの件数や割合を算出した。さ

らに食品分類ごとに混入異物の内訳を解

析した。調査票 2 から硬質異物混入事例

および有症事例を解析した。食品分類、

異物分類は調査票 1 に用いた分類法に従

った。また製造工程の分類は資料１−４に

従って行った。調査票 1 の場合と同様、

異物分類ごと、食品分類ごとの件数や割

合、また食品分類ごとの混入異物の内訳

を集計した。混入硬質異物の大きさ（異

物の最大辺の長さ）に関しても集計を行

い、有症事例に関しては具体的な名称を

含めた混入異物の詳細な解析を行った。 
 
○ イカリ消毒提供データ 
 イカリ消毒および生協連から提供され

たデータは、全て Microsoft Excel 形式で

あり、Microsoft Excelにてデータの整理、

各種集計や解析を行った。 
 イカリ消毒提供データの各集計・解析

において、食品の分類はイカリ消毒によ

る資料 2 の「項目」分類に従った。異物

の分類はイカリ消毒による資料 3 の「区

分」もしくは「項目」分類に従った。 
 
○ 生協連提供データ 
 生協連のデータにおいて、商品（食品）

は大、中、小の 3 段階において分類され

ており、今回の集計・解析には分類「大」

を用いた。分類「大」で、食品は No.1
～27の27種類に分類されている（資料4）。
異物も大、中、小の 3 段階において分類

されており、今回の集計・解析には分類

「中」を用いた。分類「中」において異

物は No.1～15 の 15 種類に分類される

（資料 5）。 
 生協連のデータにおいては、健康被害

が見られた事例が記載されており、これ

らの有症事例に関しては異物分類「小」
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の名称を含めた詳細な解析を行った。 
 
Ｃ. 研究結果 

【結果の図表各年度の報告書（参考文献 2、
3）を参照】 

 

１. 自治体提供データの解析 

 
○ 全国における異物混入被害実態の概 

要（調査票 1総数「全体」） 
 協力を依頼した各都道府県、保健所設

置市、特別区の全 154 自治体のうち 150
自治体（97.4%）から回答があり、それら

のデータを統合し、解析を行った。いく

つかの自治体ではデータの保存期間やデ

ータ管理システムの更新等の影響でデー

タが集計できない期間が含まれていたが

今回の調査ではそのまま使用した。食品

への異物混入事例の苦情は約 3 年間（4
年度に渡る）に合計 14,684 件報告されて

いた（H28 年度 2,171 件（ただし 12 月

～3 月）、H29 年度 5,566 件、H30 年度

5,315 件、R01（H31）年度 1,632 件（た

だし 4 月～7 月））。混入異物としては「虫

（ハエ、ゴキブリ、虫卵等をあわせたも

の）」が最も多く、全体の 23.9%を占めて

いた。次いで「鉱物性異物—金属」（11.0%）、

「動物性異物—人毛」（10.4%）、「合成樹脂

類—その他樹脂」（9.4%）も多く報告され

ていた。H28、H29、H30、R01 の各年

度間で異物分類別の内訳に大きな違いは

見られなかった。 
 次に総数「全体」について食品分類別

の件数を集計したところ、一番多かった

のは「調理済み食品」（52.2%）で、つい

で「菓子類」（13.7%）、「農産加工品」（8.4％）

であった。異物分類の場合と同様、H28、
H29、H30、R01 の各年度間で食品分類

別の内訳に大きな違いは見られなかった。 
 さらに食品分類ごとに混入異物の内訳

を解析したところ（全て 4 年度分）、「水

産食品」で多かったのは「寄生虫—アニサ

キス」（28.7%）、「寄生虫—その他」（26.9%）、

「鉱物性異物—金属」（7.6%）であった。

「水産加工品」で多かったのは「鉱物性

異物—金属」（14.0%）、「合成樹脂類—その

他樹脂」（12.1%）、「動物性異物—その他」

（8.7%）、「食品の一部」（8.7%）であっ

た。「畜産食品」では「鉱物性異物—金属」

（15.1%）、「動物性異物—その他」（12.4%）、

「食品の一部」（7.9%）が多かった。「畜

産加工品」では「合成樹脂類—その他樹脂」

（10.6%）、「食品の一部」（10.2%）、「動

物性異物—人毛」（8.6%）が多かった。「農

産食品」では「虫—その他の虫」（24.9%）、

「虫—虫卵・幼虫・蛹」（13.8%）、「虫—不

明」（10.1%）が多かった。「農産加工品」

では「虫—その他の虫」（13.7%）、「鉱物性

異物—金属」（11.3%）、「合成樹脂類—その

他樹脂」（10.3%）が多かった。「菓子類」

では「鉱物性異物—金属」（13.2%）、「合成

樹脂類—その他樹脂」（12.3%）、「動物性異

物—人毛」（11.9%）が多かった。「飲料」

では最も多かった「その他」（25.2%）以

外では、「虫−ゴキブリ」（12.3%）、「虫—

その他の虫」（10.6%）、「虫—ハエ」（8.5%）

が多かった。「油脂」では「紙」（20.0%）

と「食品の一部」（20.0%）が多かったが、

ともに全 10 件中 2 件ずつであった。「調

理済み食品」では「動物性異物—人毛」

（13.2%）、「鉱物性異物—金属」（11.0%）、

「合成樹脂類—その他樹脂」（9.2%）が多
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かった。「惣菜半製品」では「鉱物性異物

—金属」（19.3%）、「合成樹脂類—その他樹

脂」（11.7%）、「植物性異物」（9.1%）が

多かった。「その他の食品」では「虫—そ

の他の虫」（13.5%）、「鉱物性異物—金属」

（10.9%）、「合成樹脂類—その他樹脂」

（10.9%）が多かった。「食品添加物」で

は全 2 件中「虫−その他の虫」と「合成樹

脂類−ゴム」が 1 件ずつであった。 
 
○ 全国における異物混入被害実態の概 

要（調査票 1総数「事業所」） 
 4 年度間の全事例（調査票 1 の「全体」）

14,684 件のうち、事業所での混入が判明

した（可能性が高いものも含む）事例（「製

造」）は 5,371 件（36.6%）であった（H28
年度 694 件（ただし 12 月～3 月）、H29
年度 2,032 件、H30 年度 2,000 件、R01
（H31）年度 645 件（ただし 4 月～7 月））。

事業所での 4 年度分の事例の混入異物と

しては「鉱物性異物—金属」（10.9%）、「合

成樹脂類—その他樹脂」（9.9%）、「食品の

一部」（9.6%）、「合成樹脂類—ビニール」

（9.6%）、「動物性異物—人毛」（8.7%）、「虫

—ゴキブリ」（8.1%）が多かった。H28、
H29、H30、R01 の各年度間で異物分類

別の内訳に大きな違いは見られなかった。 
 次に総数「事業所」について食品分類

別の件数を集計したところ、4 年度分の

合計で一番多かったのは「調理済み食品」

（57.5%）で、ついで「菓子類」（14.1%）、

「農産加工品」（7.6％）であった。異物

分類の場合と同様、H28、H29、H30、
R01 の各年度間で食品分類の内訳に大き

な違いは見られなかった。 
 次に食品分類ごとの事業所での混入異

物の内訳を解析したところ（全て 4 年度

分）、「水産食品」で多かったのは「寄生

虫—アニサキス」（27.4%）、「寄生虫—その

他」（22.6%）、「鉱物性異物—金属」（10.7%）

であった。「水産加工品」で多かったのは

「食品の一部」（15.2%）、「合成樹脂類—

その他樹脂」（14.7%）、「動物性異物—その

他」（14.1%）であった。「畜産食品」では

「動物性異物—その他」（16.6%）、「合成樹

脂類—ビニール」（13.1%）、「虫−ハエ」

（9.0%）が多かった。「畜産加工品」では

「食品の一部」（14.3%）、「合成樹脂類—

ビニール」（10.4%）、「合成樹脂類—その他

樹脂」（10.4%）、「植物性異物」（10.4%）

が多かった。「農産食品」では「虫—その

他の虫」（19.0%）、「植物性異物」（11.4%）、

「合成樹脂類—その他樹脂」（8.9%）が多

かった。「農産加工品」では「虫—その他

の虫」（15.6%）、「食品の一部」（12.0%）、

「鉱物性異物—金属」（11.2%）が多かった。

「菓子類」では「食品の一部」（14.4%）、

「合成樹脂類—その他樹脂」（12.9%）、「鉱

物性異物—金属」（12.2%）、「動物性異物—

人毛」（12.2%）が多かった。「飲料」では

「虫—ゴキブリ」（16.5%）、「食品の一部」

（10.9%）、「合成樹脂類—その他樹脂」

（10.0%）が多かった。「油脂」では全 2
件中「合成樹脂類−ビニール」と「紙」が

1 件ずつであった。「調理済み食品」では

「合成樹脂類—ビニール」（12.2%）、「鉱物

性異物—金属」（11.4%）、「虫−ゴキブリ」

（11.0%）が多かった。「惣菜半製品」で

は、「合成樹脂類—その他樹脂」（15.5%）、

「食品の一部」（13.8%）、「動物性異物—

その他」（12.1%）が多かった。「その他の

食品」では「食品の一部」（15.2%）、「虫—
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その他の虫」（13.1%）、「鉱物性異物—金属」

（13.1%）が多かった。「食品添加物」で

は該当事例がなかった。 
 
○ 事業所での硬質異物の混入実態（調査

票 2） 
 調査票 2 のデータについて集計・解析

を行った。事業所での混入が判明した（可

能性が高いものも含む）事例（「製造」）

5,371 件のうち、硬質と判断される異物が

混入した事例は 1,440 件（26.8%）であっ

た（H28 年度 167 件（ただし 12 月～3
月）、H29 年度 542 件、H30 年度 558 件、

R01（H31）年度 173 件（ただし 4 月～7
月））。 
 硬質異物混入事例 1,440 件の混入異物

別の内訳は「鉱物性異物—金属」（38.1%）、

「合成樹脂類—その他樹脂」（19.5%）、「動

物性異物—その他」（13.5%）などであった。

H28、H29、H30、R01 の各年度で異物

分類別の内訳に大きな違いは見られなか

った。 
 1,440 件の食品分類別の内訳としては、

一番多かったのは「調理済み食品」（58.2%）

で、ついで「菓子類」（17.5%）、「農産加

工品」（6.9％）の順であった。異物分類

の場合と同様、H28、H29、H30、R01
の各年度で食品分類別の内訳に大きな違

いは見られなかった。 
 事業所で硬質異物が混入した事例に関

して食品分類ごとに混入異物別の内訳を

解析したところ（全て 4 年度分）、「水産

食品」で多かったのは「鉱物性異物—金属」

（43.6%）、「動物性異物—その他」（28.2%）、

「合成樹脂類—その他樹脂」（12.8%）であ

った。「水産加工品」で多かったのは「鉱

物性異物—金属」（39.1%）、「合成樹脂類—

その他樹脂」（26.1%）、「動物性異物—その

他」（23.9%）であった。「畜産食品」では

「動物性異物—その他」（45.5%）、「鉱物性

異物—金属」（30.3%）、「合成樹脂類—その

他樹脂」（15.2%）が多かった。「畜産加工

品」では「動物性異物—その他」（21.1%）、

「鉱物性異物—金属」（18.4%）、「鉱物性異

物—ガラス」（15.8%）、「合成樹脂類—その

他樹脂」（15.8%）が多かった。「農産食品」

では全 13 件のうち、「植物性異物」（4件、

30.8%）、「鉱物性異物—石・砂」（2 件、

15.4%）、「鉱物性異物—金属」（2件、15.4%）、

「食品の一部」（2 件、15.4%）等であっ

た。「農産加工品」では「鉱物性異物—金

属」（35.0%）、「合成樹脂類—その他樹脂」

（24.0%）、「植物性異物」（12.0%）が多

かった。「菓子類」では「鉱物性異物—金

属」（40.1%）、「合成樹脂類—その他樹脂」

（23.4%）、「植物性異物」（11.1%）が多

かった。「飲料」では「合成樹脂類—その

他樹脂」（38.1%）、「鉱物性異物—金属」

（26.2%）、「鉱物性異物—ガラス」（9.5%）、

「植物性異物」（9.5%）が多かった。「油

脂」では該当事例がなかった。「調理済み

食品」では「鉱物性異物—金属」（40.5%）、

「合成樹脂類—その他樹脂」（17.7%）、「動

物性異物—その他」（15.6%）が多かった。

「惣菜半製品」では「動物性異物—その他」

（53.8%）、「合成樹脂類—その他樹脂」

（11.5%）、「鉱物性異物—金属」（7.7%）、

「植物性異物」（7.7%）、「食品の一部」

（7.7%）が多かった。「その他の食品」で

は全 12 件のうち、「鉱物性異物—金属」（6
件、50.0%）、「虫—その他の虫」（2 件、

16.7%）、「合成樹脂類—その他樹脂」（2 件、
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16.7%）、「食品の一部」（2 件、16.7%）

であった。「食品添加物」では 1 件のみで

「植物性異物」であった。 
 
○ 事業所で硬質異物が混入した製造工

程（調査票 2） 
 調査票 2 から事業所で硬質異物がどの

製造工程で混入したかを解析した。4 年

度の合計で、硬質と判断される異物が事

業所で混入した事例 1,440 件において、

「混入した製造工程不明」が 539 件

（37.4%）と最も多く、その後の解析に影

響を与えると考え、これ以降の解析は「製

造工程不明」を除いた 901 件で行うこと

とした。901 件についての硬質異物混入

工程としては、「原材料」（34.9%）、「加熱

工程」（16.6%）、「その他」（14.2%）、「盛

り付け」（14.0%）、「カット工程」（8.1%）

が多かった。 
 食品分類ごとに混入製造工程の内訳を

解析したところ（全て 4 年度分）、「水産

食品」で多かったのは「原材料」（78.8%）、

「カット工程」（9.1%）であった。「水産

加工品」で多かったのは「原材料」（65.5%）、

「その他」（10.3%）であった。「畜産食品」

で多かったのは「原材料」（61.9%）、「カ

ット工程」（38.1%）であった。「畜産加工

品」では「原材料」（38.5%）、「盛り付け」

（19.2%）が多かった。「農産食品」では

全 9 件のうち「原材料」（5 件、55.6%）、

「洗浄工程」（2 件、22.2%）が多かった。

「農産加工品」では「原材料」（26.6%）、

「その他」（26.6%）、「盛り付け」（14.1%）

が多かった。「菓子類」では「その他」

（28.2%）、「加熱工程」（21.8%）、「盛り

付け」（13.5%）が多かった。「飲料」では

「盛り付け」（53.6%）、「カット工程」

（17.9%）が多かった。「油脂」では該当

事例がなかった。「調理済み食品」では「原

材料」（36.2%）、「加熱工程」（20.9%）、

「盛り付け」（14.2%）が多かった。「惣菜

半製品」では「原材料」（85.7%）、「加熱

工程」（9.5%）が多かった。「その他の食

品」では全 8 件のうち「その他」（3 件、

37.5%）、「加熱工程」（2 件、25.0%）が

多かった。「食品添加物」では該当事例が

なかった。 
 

○ 健康被害が報告された事例における

混入異物の種類（調査票 2） 
 事業所における異物（硬質および硬質

以外）混入により健康被害が報告された

事例は、事業所における混入全事例 5,371
件中 229 件であった。その混入異物別の

内訳としては「鉱物性異物—金属」（20.5%）、

「動物性異物—その他」（20.5%）が突出し

ており、「合成樹脂類 —その他樹脂」

（13.5%）、「鉱物性異物—ガラス」（10.9%）

が続いた。229 件中、硬質異物の混入に

よるものは 188 件であり、その異物分類

別の内訳は、「鉱物性異物—金属」（25.0%）、

「動物性異物—その他」（24.5%）、「合成樹

脂類—その他樹脂」（14.4%）、「鉱物性異物

—ガラス」（13.3%）等であった。 
 
○ 硬質異物混入事例における混入異物

の大きさ（調査票 2） 
 事業所での硬質異物混入事例（1,440
件）のうち異物の大きさが報告された

1,077 件（74.8%）について大きさ別の集

計を行った。異物の大きさは最大辺の長

さをその大きさとした。その結果、一番
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多かったのは 10.0～19.9mm（33.3%）で、

次いで 0～9.9mm（33.0%）、 20.0～

29.9mm（15.5%）であった。 
 硬質異物の混入による健康被害が報告

された事例 188 件のうち、異物の大きさ

が報告された 135 件について大きさ別の

集計を行なった。その結果、一番多かっ

たのは 10.0～19.9mm（35.6%）で、次い

で 0～9.9mm（28.9%）、20.0～29.9mm
（21.5%）であり、その傾向は硬質異物全

体のものと同じであった。 
 硬質以外の異物の混入による健康被害

が報告された事例 41 件のうち、異物の大

きさが報告された 26 件についても同様

の集計を行った。その結果、一番多かっ

たのは 10.0～19.9mm（6 件、23.1%）お

よび 20.0～29.9mm（6 件、23.1%）で、

次いで 0～9.9mm（5 件、19.2%）であっ

た。 
 
○ 健康被害が報告された事例における

異物の詳細（調査票 2） 
 健康被害があった事例として調査票 2
に報告された 229 件のうち、硬質異物に

よるもの 188 件およびそれ以外の異物に

よるもの 41 件について異物の詳細と件

数を抽出した。その結果、件数が多かっ

た硬質異物として、「プラスチック片（棚、

容器、パック、フタ、調理器具、パレッ

ト、ハサミなど）」（19 件）、「魚の骨」

（15 件）、「金たわし・ブラシ」（14
件）、「ガラス片（食器の一部）」（12
件）、「陶器片（皿、茶碗、丼など）」

（11 件）、「植物の一部（枝・種・芯・

殻など）」（11 件）が見られ、硬質以外

の異物による健康被害は「ビニール片（袋

の一部）」（6 件）、「ゴキブリ」（4 件）、

「毛髪」（3 件）、「ビニール片（肉の

包材）」（2 件）、「包装パック・フィ

ルム」（2 件）等によるものであった。 
 
○ 前回の調査結果との比較（調査票 1 お

よび 2） 
 全国自治体に対する前回の調査は H26
～H28 年度（ただし H28 年度は 4 月～11
月）の 2 年 8 カ月の期間を対象に行われ

た。今回の調査は H28～R01 年度（ただ

し H28 年度は 12 月～3 月、R01 年度は 4
月～7 月）の 2 年 8 カ月の期間が対象で

あり、前回の調査対象期間から間を空け

ずに行われた。前回の自治体調査（参考

文献 1）と今回の自治体調査（参考文献 2）
の主要な解析について上位の結果を比較

したが、概して、混入異物や食品分類等

の順位に違いは見られなかった。 
 

２. イカリ消毒提供データの解析 
 
○ 全混入食品における混入異物の内訳 
 イカリ消毒より提供されたデータを集

計し、解析を行った。東西両センターに

おける食品への異物混入の検出例は

2015～2018 年の 4 年間に合計 131,389
件報告されていた（2015 年：35,169 件、

2016 年：34,104 件、2017 年：31,837 件、

2018 年：30,279 件）。 
 まず全混入食品を対象として、どのよ

うな種類の異物が混入していたかを集計

した。異物を「区分」により分類した場

合と、「項目」により分類した場合の両方

について集計した。 
 2015～2018 年の 4 年分の混入異物区
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分としては、「プラスチックなど」（20.5%）

が最も多く、次いで「動物由来」（15.6%）、

「金属・鉱物」（15.2%）、「植物」（13.9%）、

「他の昆虫など」（11.6%）であった。こ

れら 5 つの異物区分は、年によらず混入

件数が多く、「プラスチックなど」は 2015
～2018 年の各年において混入が最も多

く検出された異物区分であった。 
 次に 2015～2018 年の 4 年分の混入異

物項目別の内訳を見ると、「合成樹脂」

（19.6%）が最も多く、次いで「植物」

（13.9%）、「金属」（10.7%）、「他の昆虫

／成虫」（6.3%）、「複合・加工食品由来」

（6.0%）の順であった。上位に「合成樹

脂」「植物」「金属」が挙げられる傾向は、

2015～2018 年の各年において変わりが

なかった。 
 
○全混入食品における食品項目の内訳 
 次に 2015～2018 年の 4 年間に異物混

入が認められた食品について項目別の事

例件数を集計したところ、一番多かった

のは「弁当・惣菜（日配品）」（30.3%）で、

次いで「パン・菓子類」（17.4%）、「冷凍

加工品」（8.5%）、「水産・水産加工品」

（7.1%）であった。混入件数は各食品の

流通量などに影響を受けるので、この結

果は、これらの食品項目への異物混入が

起きやすいことを必ずしも示しているわ

けではない。「弁当・惣菜（日配品）」「パ

ン・菓子類」「冷凍加工品」「水産・水産

加工品」が上位に並ぶ傾向は、2015～
2018 年の各年において変わりがなかっ

た。 
 
○ 各食品項目における混入異物の内訳 

 次に 2015～2018 年の 4 年分の異物混

入事例について、食品項目ごとの混入異

物項目内訳を解析した。全混入食品を対

象とした場合と同様、多くの食品項目に

おいて、「合成樹脂」、「植物」、「金属」が

内訳%において 3 位までを占めたが、い

くつかの例外も見られた。例えば、「（A）

水産・水産加工品」では「動物組織」が 3
位となり、その内訳%は 11.2%で、全混

入食品を対象とした場合（4.4%）よりず

っと高かった。同様に、「（B）食肉・食肉

加工品」では「骨・甲殻・貝殻など」が 3
位となり、その内訳%は 10.0%（全混入

食品対象では 5.7%）、「（C）卵・卵加工品」

では「複合・加工食品由来」が 2 位とな

り、その内訳%は 11.2%（全混入食品対

象では 6.0%）、「（D）乳・乳加工品」では

「複合・加工食品由来」が 3 位となり、

その内訳%は 9.8%（全混入食品対象では

6.0%）、「（E）農産物・農産加工品」では

「他の昆虫/成虫」が 3 位となり、その内

訳%は 10.6%（全混入食品対象では 6.3%）、

「（F）漬物」でも「他の昆虫/成虫」が 3
位となり、その内訳%は 11.3%（全混入

食品対象では 6.3%）、「（L）嗜好品」でも

「他の昆虫/成虫」が 3 位となり、その内

訳%は 9.4%（全混入食品対象では 6.3%）、

「（R）飲料・アルコール等」では「カビ・

菌等」（微生物（カビ・酵母・細菌類）に

よる汚染・変色）が 1 位となり、その内

訳%は 13.1%（全混入食品対象では 2.8%）

であった。これらの例外的に高い内訳%
を示す異物項目は、それぞれの食品項目

の原材料、製造法、流通形態などと関連

している可能性がある。 
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○ 健康被害を引き起こす可能性のある

異物 

 前回の自治体調査および今回の自治体

調査の結果によると、健康被害があった

事例 463 件（前回調査 234 件、今回調査

229 件）のうち、硬質異物によるものが

402 件（86.8%）を占めていた（参考文献

1、2）。硬質異物としては「動物性異物－

その他（各種の骨など）」（103 件）、「鉱

物性異物－金属」（96 件）、「合成樹脂類

－その他樹脂」（69 件）、「鉱物性異物－

ガラス」（46 件）が多かった。 
 本調査で提供されたイカリ消毒のデー

タには健康被害の有無に関する記載はな

かったが、金属およびガラスの混入につ

いては健康被害の可能性があり、また法

的にも重要である。そこで、2015～2018
年の 4 年間のデータについて、異物項目

「33_金属」および「34_ガラス・石など」

がどの食品項目に多く混入しているかを

調べた。「33_金属」、「34_ガラス・石など」

（ガラス片、陶磁器片、石、砂、建材な

ど）とも、全ての異物を対象とした場合

と同様、「弁当・惣菜（日配品）」、「パン・

菓子類」、「冷凍加工品」、「水産・水産加

工品」への混入が多かった。 
 
３. 生協連提供データの解析 
 
○ 全混入食品における混入異物の内訳 
 生協連より提供されたデータを集計し、

解析を行った。食品への異物混入が認め

られた事例のうち、製造過程に異物混入

の原因があったと判断された事例は、

2016～2018年度の 3年度分で合計 4,299
件報告されていた（2016 年度：1,743 件、

2017 年度：1,371 件、2018 年度：1,185
件）。 
 これら 3 年度分の混入事例 4,299 件に

おける混入異物（現象分類「中」）の内訳

は、「原材料由来」（37.6%）が最も多く、

次いで「プラスチック」（14.0%）、「汚れ」

（11.4%）、「毛髪」（9.8%）、「動物・昆虫」

（8.9%）の順であった。これらの異物分

類は年度によらず混入件数が多く、「原材

料由来」および「プラスチック」は 2016
～2018 年度の各年度において混入が最

も多く検出された 1 位および 2 位であっ

た。 
 
○全混入食品における食品分類の内訳 
 次に 2016～2018 年度の 3 年度間に製

造過程が原因で異物混入が生じた事例

4,299 件について、食品分類（商品分類名

称「大」）別の件数を集計した。一番多か

ったのは「調理冷食」（15.2%）で、次い

で「菓子」（13.2%）、「冷凍野菜」（9.8%）、

「水産」（9.7%）、「日配」（8.2%）であっ

た。若干の順位の変動はあったが、2016
～2018 年度の各年度においても上位 1～
5 位は上記の 5 食品分類が占めていた。

混入件数は各食品の流通量などに影響を

受けるので、この結果は、これらの食品

分類への混入が起きやすいことを必ずし

も示しているわけではない。 
 内訳%の変動については、2016〜2018
年度において、「冷凍野菜」（6.2～13.5%）

以外はほぼ一定レベルであった（「調理冷

食」（13.4～16.6%）、「菓子」（12.1～
14.2%）、「水産」（9.6～9.9%）、「日配」（7.3
～8.7%））。「冷凍野菜」は、2016 年度

（13.5%）に比べ 2017 年度（6.2%）およ
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び 2018 年度（8.7%）は大幅に内訳%が低

下していた。件数で見ると、2016 年度

（235 件）、2017 年度（85 件）、2018 年

度（103 件）と推移していた。混入異物

分類別に見ると、「動物・昆虫－その他」

が 2016 年度（43 件）、2017 年度（12 件）、

2018 年度（25 件）であり、「植物片－鋭

くないもの」が 2016 年度（109 件）、2017
年度（22 件）、2018 年度（32 件）であっ

た。 
 

○ 各食品分類における混入異物の内訳 
 続いて 2016～2018 年度の 3 年度分の

異物混入事例について食品分類ごとの混

入異物の内訳を解析した。全混入食品の

場合と同様、多くの食品分類で、「原材料

由来」、「プラスチック」、「汚れ」が異物

分類別の内訳%で上位 3 位までに入って

いた。しかし例外もあり、このうち混入

件数および内訳%の観点から重要と思わ

れる「食品分類と異物分類の組み合わせ」

は、「水産」における「動物・昆虫」、「冷

凍野菜」における「植物片」および「動

物・昆虫」、「菓子」における「毛髪」、「惣

菜」における「毛髪」、「乾物」における

「動物・昆虫」である。これらの特徴的

な異物は、当該食品の原材料、製造工程、

流通形態などと関連している可能性があ

る。 
 
○ 健康被害（「怪我」および「体調不良」）

が報告された事例における混入異物 

 生協連データでは健康被害が発生した

異物混入事例が記録されており、3 年度

分（4,299 件中）で「怪我」に至った事例

が 32 件、「体調不良（嘔吐・下痢など）」

に至った事例が 5 件あった。 
 「怪我」に至った事例における異物分

類の内訳は、「原材料由来」（26 件、81.3%）、

「プラスチック」（3 件、9.4%）、「石」（2
件、6.3%）、「植物片」（1 件、3.1%）であ

った。「原材料由来」（現象分類「中」）26
件のうち、20 件は「骨・殻」（現象分類

「小」）によるものであった。 
 「体調不良」に至った事例における異

物分類の内訳は、「動物・昆虫」（4 件、

80%）、原材料由来（1 件、20%）であっ

た。 
 2016～2018 年度において健康被害（怪

我、体調不良）の原因として混入が最も

多く検出された異物分類は、年度によら

ず「原材料由来－骨・殻」であった。こ

の結果は、前回および今回の自治体調査

で、健康被害を引き起こした原因異物の

第 1 位が「動物性異物－その他（各種の

骨など）」であった結果と一致している。 
 

４. 異なるデータシステム間での解析結

果の比較 
 
○ 全混入食品における混入異物の内訳 
 データシステムの特徴を把握するには、

異なるデータシステム間で解析結果を比

較する必要がある。自治体データ（参考

文献 1、2）、イカリ消毒データ（参考文

献 3）、生協連データ（参考文献 3）では

異物分類の方法が大きく異なっており、

このため解析結果の厳密な比較は容易で

はない。そこでどの程度、比較可能性が

あるかを知るために、これら３つの分類

法（イカリ消毒: 異物「項目」（資料 3） 、
生協連：現象分類「中」（資料 5）、自治



73 
 

体：調査票 1（表 1））の間で異物分類対

応表を作成したところ、一部の異物分類

で対応がつくことが示唆された。このよ

うな異物分類はイカリ消毒の分類法（全

40 項目）で 6 項目あった。 
 以下に 6 項目のそれぞれについて、内

訳%の比較の結果を述べる。 
 （１）イカリ消毒では「22_ヒトの毛」

（2.4%、4 年分）であり、生協連の「02_
毛髪」（9.8%、3 年度分）より大幅に低か

った。今回の自治体のデータ（参考文献 2）
では「12_動物性異物－人毛」（8.7%、4
年度分）で、生協連の値と類似していた。

この傾向は、2016～2018 年（年度）の各

年（各年度）でも同様であった。 
 （２）イカリ消毒では「24_歯・爪など」

（1.0%、4 年分）であり、生協連の「03_
人体由来物（毛髪除く）」（0.0%、3 年度

分）と同様に低かった。この傾向は、2016
～2018 年（年度）の各年（各年度）でも

同様であった。 
 （３）イカリ消毒では「31_合成樹脂」

（19.6%、4 年分）であり、生協連の「06_
プラスチックおよび 07_ゴム」（15.0%、3
年度分）と同程度であった。自治体のデ

ータは「16, 17, 18_合成樹脂類−ビニー

ル・ゴム・その他樹脂」（21.1%、4 年度

分）であり、イカリ消毒の値と類似して

いた。この傾向は、2016～2018 年（年度）

の各年（各年度）でも同様であった。 
 （４）イカリ消毒では「33_金属」（10.7%、

4 年分）であり、生協連の「08_金属」（1.1%、

3 年度分）の方が顕著に低かった。自治

体のデータは「10_鉱物性異物－金属」

（10.9%、4 年度分）であり、イカリ消毒

の値と類似していた。この傾向は、2016

～2018 年（年度）の各年（各年度）でも

同様であった。 
 （５）イカリ消毒の「34_ガラス・石な

ど」（2.8%、4 年分）に対し、自治体では

「8, 9_鉱物性異物－ガラス、石・砂」

（3.0%、4 年度分）であり、ほぼ一致し

ていた。この傾向は、2016～2018 年（年

度）の各年（各年度）でも同様であった。 
 （６）イカリ消毒の「35_その他の鉱物」

（1.7%、4 年分）に対し、自治体では「11_
鉱物性異物－その他」（1.6%、4 年度分）

であり、ほぼ一致していた。この傾向は、

2016～2018 年（年度）の各年（各年度）

でも同様であった。 
 
 
Ｄ. 考察 

 

 令和元年度の調査では 154 自治体中

150 自治体（97.4%）から回答が得られた

ことで、全国での食品への異物混入の概

要が把握できたと考えられる。 
 事業所での混入が判明またはその可能

性が高いとされた事例は全事例の 36.6%
であり、前回の調査時（31.4%）と同様で

あった。事業所における混入異物として

は、鉱物性異物（金属）、合成樹脂類、食

品の一部、動物性異物（人毛）、虫（ゴキ

ブリ）が多いことが確認された。食品分

類別では調理済み食品への混入（57.5%）

が顕著に多く、続く菓子類（14.1%）、農

産加工品（7.6%）とは大きな差が見られ

た。この理由としては、本調査において

「調理済み食品」に分類される食品の幅

が広いこと、「調理済み食品」が消費者に

提供されるまでには、例えば水産食品や
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畜産食品と比べて工程が多く、異物が混

入する機会が増えることが可能性として

挙げられる。 
 また食品分類ごとに混入異物の傾向が

異なっていた。食品分類によって製造工

程や製造環境が大きく異なるため、それ

ぞれの違いに応じた異物が混入している

と考えられる。 
 事業所混入事例の 26.8%が硬質異物の

混入であった。硬質異物混入事例につい

ても、食品分類別では調理済み食品

（58.2%）が顕著に多く、続く菓子類

（17.5%）、農産加工品（6.9%）と大きな

差があった。異物分類別では「鉱物性異

物−金属」、「合成樹脂類−その他樹脂」、「動

物性異物−その他（骨等）」、「植物性異物

（木片等）」、「鉱物性異物−ガラス」が多

かった。事業所での異物混入により健康

被害が報告された 229 件では硬質異物に

よるものが 82%を占めていることから、

異物混入による健康被害の低減のために

は硬質異物混入への対策が特に重要であ

ると考えられる。しかしながら、硬質以

外の異物による健康被害（18%）も報告

されていることから、同様に対策が必要

である。 
 混入した硬質異物の大きさ（最大辺の

長さ）に関しては、件数の多い順に「10.0
～19.9mm（33.3%）」「0～9.9mm（33.0%）」

「20.0～29.9mm（15.5%）」であり、「0
～29.9mm」の大きさが全体の 8 割以上

（81.8%）を占めている。健康被害が報告

された硬質異物 135 件に関しても、この

傾向は一致していた。 
 事業所で硬質異物が混入した製造工程

の解析では、全体では混入は原材料由来

（34.9%）、加熱工程（16.6%）、盛り付け

工程（14.0%）で多く発生していたが、食

品分類別では食品分類によって硬質異物

混入が多く発生する工程に違いが見られ

た。 
 4 年度にわたる各年度のデータの間で

異物混入があった食品分類や混入した異

物の種類の傾向に大きな差異がみられな

かったことは、同様の異物混入が一定の

頻度で起きていることを示しており、対

策や指導の必要性が確認された。また食

品分類により混入異物の種類や混入した

製造工程にそれぞれ特徴があることから、

それぞれの食品分類に適した対策を適用

することが効果的であると考えられる。 
 令和 2 年度の調査では民間レベルの混

入異物分析データを集計・解析すること

で、自治体データとは別に、全国での食

品への異物混入の実態の一部が把握でき

たと考えられる。 
 食品分類別ではイカリ消毒データでは

「弁当・惣菜（日配品）」への混入が顕著

に多く（30.3%）、続く「パン・菓子類」

（17.4%）、「冷凍加工品」（8.5%）とは大

きな差が見られた。この理由としては、

「弁当・惣菜（日配品）」に分類される食

品の幅が広いこと（飲食店やファストフ

ード店の料理を含む）、「弁当・惣菜（日

配品）」が消費者に提供されるまでには、

他の食品項目と比べて製造工程が多く、

異物が混入する機会が増えることが可能

性として挙げられる。生協連データでは

「調理冷食」が 15.2%であり、続いて「菓

子」（13.2%）、「冷凍野菜」（9.8%）とな

っていた。食品の分類法の違いから明確

には言えないが、イカリ消毒のデータに
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おける傾向と類似していると考えられる。 
 また今回のイカリ消毒および生協連デ

ータの調査によって、食品分類によって

混入異物の傾向が異なることがあること

がわかった。食品分類によって製造工程

や製造環境が大きく異なるため、それぞ

れの違いに応じた異物が混入すると考え

られる。 
 生協連データの解析から、健康被害（怪

我）に至った事例で混入が最も多く検出

された異物は「原材料由来－骨・殻」で

あり、この結果は、2 回にわたる自治体

調査で健康被害を引き起こした原因異物

の第 1 位が「動物性異物－その他（各種

の骨など）」であったことと一致している。

このことは、異物混入による健康被害の

低減のためには「原材料由来」の「動物

性異物（各種の骨など）」への対策が特に

重要であると考えられる。 
 本調査では、混入異物の種類に関する

一部のデータについて、民間セクター（イ

カリ消毒、生協連）および全国自治体デ

ータの集計結果の比較を行った。その結

果、この 3 者で集計結果（内訳%）が必

ずしも一致しない例が見られた。このこ

とは、一種類の集計データのみから全国

の異物混入被害実態を推定する際には注

意が必要であることを示している。また

各比較において見られた差は、民間デー

タと公共データのそれぞれの特徴（例え

ば、生協連のデータは CO・OP 商品に限

定されているなど）を反映したものと思

われる。 
 本調査から今後の課題も見出された。

イカリ消毒データ、生協連データ、全国

自治体データを比較する際に、異物およ

び食品の分類方法が異なるため、集計結

果を比較する上で困難が生じることが判

明した。将来的に分類方法が統一されれ

ば、異なる集計システムのデータを統合

したり比較したりすることが可能になる

と思われる。 
 2015～2018 年（イカリ消毒）および

2016～2018 年度（生協連）の各年（各年

度）のデータの間で異物混入があった食

品分類や混入した異物の種類の傾向に大

きな差がみられなかったことは、全国自

治体のデータ（参考文献 1 、2）でもみ

られており、同様の異物混入が一定の頻

度で起きていることを示すとともに対策

や指導の必要性を認識させる。また食品

分類により混入異物の種類に特徴がある

ことから、それぞれの食品分類に適した

対策を適用することが効果的であると考

えられる。 
 
 
Ｅ. 結論 

 

 令和元年度の調査で、全国自治体が集

約した苦情処理事例の解析から、食品へ

の異物混入の被害実態の全体像の把握が

可能となった。特に事業所における混入

事例について、食品分類と異物の種類の

組み合わせを検討することにより、各食

品分類に特徴的な異物混入の概要が明ら

かになった。本調査により硬質異物の危

険性が確認され、さらにその混入が発生

する食品、また混入が起こる製造工程の

基礎データが得られ、これらの情報は事

業所への HACCP 指導時に参照可能な異

物混入実態データとして活用することが
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可能と考えられる。 
 令和 2 年度の調査では、民間セクター

から提供された食品への異物混入事例デ

ータの解析から、自治体提供のデータと

は別に、食品における異物混入被害実態

の一端が把握できた。特に食品分類と異

物の種類の組み合わせを検討することで、

各食品分類に特徴的な異物混入の概要が

示された。また本調査においても硬質異

物の危険性が再確認された。これらの情

報は、上述の全国自治体提供のデータと

併せて、食品事業者への HACCP 指導時

に参照可能な異物混入実態データとして

活用することが可能と考えられる。 
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Ｇ. 知的財産権の出願・登録状況 
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（表１）調査票１（異物混入調査 2019 年 9 月） 
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（表２）調査票２（異物混入調査 2019 年 9 月） 
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（資料１−１）食品の分類表１（東京都の分類表を使用） 

 



81 
 

（資料１−２）食品の分類表２（東京都の分類表を使用） 
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（資料１−３）食品の分類表３（東京都の分類表を使用） 
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（資料１−４）製造工程の分類 

 

 



84 
 

（資料 2）イカリ消毒による商品（食品）の分類（商品別区分整理表）【No.19～25 は本調査の対象外なので

該当データは除外して解析を行った】 
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（資料 3）イカリ消毒による混入異物の分類（結果別区分整理表） 
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（資料 4）生協連による食品の分類（商品分類「大」「中」） 
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（資料 5）生協連による混入異物の分類（現象分類「大」「中」「小」） 

 

 
 

 

 

  

 


